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沈む船への投機 : バロッサガス田FPSO事業の裏に隠された金融機関 

バロッサガス田事業に追加的に金融支援を行った金融機関のリストと約定金額を初めて明らかにす
る。  

• 大韓民国国会政務委員会のカン・ビョンウォン議員によると、バロッサガス田事業のメイン洋上生産
設備である浮体式生産貯蔵積出設備(FPSO)の建設のために、約1,263億円(11億5千万米ドル)規模の
融資が別途調達され、韓国産業銀行(KDB)や日本の三菱UFJ銀行、シンガポールのユナイテッド・オ
ーバーシーズ銀行(UOB)など9つの金融機関が銀行団として参加したことが明らかになった。 

はじめに  

• オーストラリアと韓国・日本のエネルギー企業が豪州北部沖合で開発中のバロッサ(Barossa)ガス
田事業の環境規制リスクとグリーンウォッシュ問題が顕在化し、事業の不確実性が高まっている。
バロッサガス田プロジェクトは、オーストラリアと東アジアのエネルギー企業(Santos、SK E&S、
JERA)が主導する豪州ティモール海沿岸の石油及びガス生産プロジェクトであり、最終投資決定
(FID)が行われた後、オーストラリアの連邦裁判所の決定により試掘許認可が無効となり、プロジェ
クトが中断された状況である。  

• バロッサガス田は、化石燃料産業が軽視してきた先住民族の権利問題とグリーンウォッシュ問題が重
なった象徴的な事業である。世界中の金融機関が新規の化石燃料事業に対する投資の停止を約束し
ている現時点で、本稿は当該事業に融資を提供した金融機関らの問題点の指摘と代替案を提案する
目的で発刊された。 

豪州バロッサガス田事業、懸念が現実に  

• (事業の許認可問題) 2022年9月、オーストラリアの連邦裁判所は、プロジェクトに対する試掘の許
認可が違法であるとし、試掘の中止を求める判決を下した。2022年12月、オーストラリアの連邦裁
判所控訴審裁判部は原審の決定を支持し、バロッサガス田プロジェクトにおける主な許認可である
試掘許認可を最終的に無効化した。その後、規制当局であるオーストラリアの国家海洋石油安全環
境管理庁(NOPSEMA)が本事業における他の許認可の件に対しても是正命令(General Direction)を出
し、2023年1月に着工予定であったパイプライン工事も延期された。  

• (グリーンウォッシュ問題) 事業を進める上でSK E&Sは「CO2-free LNG」の生産など、本事業が気候危
機対応に適していると強調する広報活動を行った。しかし、当該広告は事業に対する消費者の理解
を歪める「グリーンウォッシュ」の可能性があるとして韓国環境部から行政勧告を受け、結局、昨年9
月に修正された。事業者側主張の主な論拠として挙げられていた二酸化炭素の回収・貯留(CCS)事業
も延期されたことから、「グリーンウォッシュ」の可能性は依然として指摘されている。  

ガス田事業の背後にある金融機関の存在  

• バロッサガス田事業の背後には、その推進を可能にした金融機関らによる資金支援があった。韓国
の輸出信用機関である韓国輸出入銀行(KEXIM)、韓国貿易保険公社(K-SURE)、日本の国際協力銀行
(JBIC)は、バロッサガス田事業の開発に約1,337億円(10億1千万米ドル)に上る金融支援を決定した。
その後、様々な指摘を受けたにもかかわらず金融支援を撤回しなかったため、国際的に市民社会か
ら非難されている。  

• 上述した韓国・日本の公的金融機関以外にバロッサガス田事業に融資を提供した機関に関する情報
はまだ公開されていない。そのため、本稿を通じて気候ソリューション(SFOC)を含む市民団体は、
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沈む船への投機 : バロッサガス田FPSO事業の裏に隠された金融機関 

Ⅰ.	 オーストラリアバロッサガス田事業の概要 

1. 	 事業の概要 

• バロッサガス田はオーストラリア北部のティモール海域で進行予定の海上ガス田事業で、生産された
ガスは液化天然ガス(以下「LNG」という)精製のため、陸上に位置するダーウィンLNGターミナルに輸
送し、液化後に輸出される予定である。事業主らは生産過程で発生した二酸化炭素(CO2)を一部回収
した後、廃坑後のバユ・ウンダン(Bayu-Undan)ガス田に貯蔵する計画を提起している。韓国のエネ
ルギー企業SK E&Sはこれらを輸入し、「ブルー水素」3 を生産する原料として2025年から活用する予
定。 

• 海上で行われるガス田事業の特性上、バロッサガス田事業は大型海洋プラントである浮体式生産貯蔵
積出設備(以下「FPSO」という)及び海底生産設備、陸上ターミナルをつなぐためのパイプライン工事
が必要とされる。  

• このうち、FPSO設備はガスの生産と精製が行われる超大型船舶構造物で、バロッサガス田事業費の
大半を占めるプロジェクトの主要設備である。バロッサFPSOは、海運会社であるBW Offshoreが
EPC/IO(設計、調達、施工、設置及び運営)契約を受注し、すでに別途の金融調達を受けて現在建造
が進んでいる。 

2.	 事業の主な沿革 

[図 1] バロッサガス田事業の概要図(出典：コノコフィリップスの説明資料をSFOCが再構成) 

2021年 3月 事業への最終投資決定(FID)

5月 国際市民団体がグリーンウォッシュ・先住民族との協議不在を懸念す
る書簡送付 

8月 韓国産業銀行がFPSO建造融資(275億円)契約を締結 
12月 日本の国際協力銀行が金融支援を承認 
12月 韓国貿易保険公社が金融支援を承認 

2022年 3月 オーストラリアの先住民族が韓国の裁判所に仮処分申請を提出 

5月 韓国輸出入銀行が投資を承認 
6月 オーストラリア現地でバロッサガス田事業の許認可取消し訴訟を提起 
9月 SK E&Sが「グリーンウォッシュ」行政勧告を受けて広告修正 
9月 オーストラリア裁判所の判決で試掘許認可が無効化 
12月 控訴審棄却で試掘許認可が最終的に無効化 

2023年 1月 オーストラリア規制当局が「パイプライン許認可」についても問題提起

区分 内容

事業用地 豪州北部ノーザンテリトリー州ダーウィン市より北部300km地点のティモール(Timor)海域

事業主 Santos(50%)、SK E&S(37.5%)、JERA(12.5%)

総事業費(予定) 7,488億円(56億米ドル)1

事業期間(予定) 2025年~2045年

銀行団2

国際協力銀行 (JBIC・日本 ): 463億円 (346百万米 ドル) 
韓国輸出入銀行 (KEXIM): 441億円 (330百万米 ドル) 

韓国貿易保険公社(K-SURE): 441億円(330百万米ドル) 
商業銀行 (5行) 

予想生産量 LNG 年間350万トン、超軽質原油 年間150万バレル

国内導入分 LNG年間130万トン(ブルー水素の年間25万トン生産に活用)

http://static.conocophillips.com/files/resources/barossa-offshore-project20072018finalforprintnew.pdf
https://21220177.fs1.hubspotusercontent-na1.net/hubfs/21220177/Letter%20to%20SK%20(Barossa)%20%5BENG%5D.pdf
https://www.judgments.fedcourt.gov.au/judgments/Judgments/fca/single/2022/2022fca1121
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Ⅱ.	 バロッサガス田及びFPSOへの融資提供機関 

• 新規の化石燃料開発事業は莫大な事業費を要するため、大規模な資金調達が必要であり、公的金融機
関を含む民間金融機関による融資提供が行われる。新規の化石燃料事業は金融調達なしでは進めら
れないため、事業を直接推進する化石燃料企業と同様に金融機関の役割と責任も重要である。  

• 本稿では、これまで知られていたバロッサガス田事業の金融機関だけでなく、事業の生産施設である
FPSO船舶の建設のために資金を提供した金融機関のリストを公開する。  

1.	 バロッサガス田事業における金融支援プロセス 

• バロッサガス田事業の開発者であるSK E&SやJERAなどは事業資金調達のため、韓国と日本の輸出信
用機関から約1,337億円(10億1千万米ドル)の金融支援の承認を受けた([図 2])。 

• 2021年12月、日本の国際協力銀行と韓国貿易保険公社はそれぞれ463億円(約3億5千万米ドル)4と
441億円(3億3千万米ドル)5の金融支援を承認した。この際に韓国貿易保険公社が提供した金融支援
は輸出信用保険(Export Credit Insurance)であり、これにより5つの民間金融機関が融資参加機関と
して参加することができた。韓国輸出入銀行による金融支援の承認(441億円[3億3千万米ドル])は
2022年5月に行われた。6

• 韓国と日本の輸出信用機関の金融支援承認プロセスにおいて、オーストラリアの先住民族と現地の環
境団体は事業者が現地の環境規制に規定された適切な協議手続きを守らなかったと継続的にコミュ
ニケーションを取りながら抗議したが、事業の投資決定には反映されなかった。7

• 結局、オーストラリアの先住民族らはオーストラリアの連邦裁判所に事業許認可の無効化を求める裁
判を請求し、オーストラリアの連邦裁判所裁判部が事業推進の違法性を認めて2022年9月に事業許
認可無効化判決を下して以来、事業は無期延期となっている。 

• 事業の環境規制リスクが顕在化し、事業が延期されたことで、金融支援を承認した銀行団の金融契約
締結は行われなかった。8

• 事業推進の違法性がオーストラリアの裁判所で認められたにもかかわらず、韓国と日本の公的金融機
関は事業への金融支援の意思を撤回していない。韓国貿易保険公社は今年1月、承認期限が満了した
にもかかわらず、これを再び延長したことで物議を醸した。9

2.	 バロッサのFPSO建造ファイナンス 

• 一方、事業主による金融調達の試みとは別に、洋上生産プラントであるバロッサFPSO船舶の建造の
ための別途の金融調達は、当該契約を受注したBW Offshore社によって行われた。BW Offshore社
は合弁企業(Joint Venture)と融資を通じてFPSO建造のための金融を調達した。10

• FPSOの建造に必要な資本的支出(CapEx)は24億米ドルで、そのうち10億ドルは事業主からの前払い
で、2億4千万ドルは出資、残りの11億5千万ドルは融資で調達した。11

• [表1]で確認できるように、バロッサFPSOの建造のために９つの金融機関が約1,263億円(11億5千万
米ドル)の金融を提供し、12その金融機関の中には韓国の公的金融機関である韓国産業銀行(275億円)
をはじめ、日本の民間金融機関(三菱UFJ銀行、三井住友銀行)、そしてシンガポールやヨーロッパの
金融機関も多数含まれる。13

[表 1] Barossa FPSOの金融構造及び約定金額 

金融形態 参加機関名 国籍 金額14

出資
計264億円

(240百万米ドル)

BW Offshore(51%) ノルウェー

264億円(240百万米ドル)ICMK Offshore Investment(25%) 日本

Macquarie(24%) 豪州

融資
計1,263億円
(11.5億米ドル)

韓国産業銀行(KDB) 韓国 275億円(250百万米ドル)

United Overseas Bank シンガポール 176億円(160百万米ドル)

Clifford Capital シンガポール 127億円(116百万米ドル)

三菱UFJ銀行 日本 127億円(116百万米ドル)

Natixis フランス 127億円(116百万米ドル)

Overseas-Chinese Banking Corporation シンガポール 127億円(116百万米ドル)

三井住友銀行 日本 110億円(100百万米ドル)

ABN Amro オランダ 106億円(96百万米ドル)

Cooperative Rabobank オランダ 88億円(80百万米ドル)

* マッコーリー銀行は構造化銀行として銀行団にも参加していることが知られている 
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III.	 バロッサガス田事業を巡る懸念 

• 昨年9月の試掘許認可の無効化から6か月以上の間、事実上の事業中止状態が続いている。パイプラ
インの建設も計画通りに開始されず、今も保留状態にある。事業が無期延期となったことでバロッ
サガス田事業に関する様々な懸念が提起されている。 

1.	 「低炭素ガス田、2025年上半期に稼働」の目標の遅れが懸念される

• 事業者らは「CO2を除去したLNG」を2025年上半期から生産すると公言しており、15今もなお目標時点
でのガス田稼働に問題がないという立場である。16しかし、最近まで続いている問題提起の状況を踏
まえると、従来の事業計画に重大な支障が生じていることは明らかである。 

• (許認可リスクの拡大) オーストラリア連邦裁判所の控訴審判決を受け、最終的に事業の許認可が無
効化されて以降、17事業の推進において協議手続きが十分行われなかったことによる規制リスクは、
既に取得済みの他の許認可にも影響を及ぼし始めた。事業のパイプライン設置の許認可と関連し、
オーストラリアの国家海洋石油安全環境管理庁(NOPSEMA)は、事業の進行が先住民族の海底文化遺
産に影響を及ぼすか否かについて評価作業の結果を提出するよう是正命令を出した。18これを受け、
サントス社は独立した専門家を雇用して評価を行うことになり、パイプライン設置作業は無期限保
留状態となった。  

• 追い打ちをかけるように、2023年2月に行われたオーストラリア上院議会会計監査聴聞会では、サ
ントス社が他の地域での原油流出事故によるイルカの斃死などの被害を隠ぺいしたと告発する内部
からの証言が示され、バロッサガス田事業への信頼性にも多くの懸念が寄せられている。19

• (延期されたCCS事業) 「低炭素ガス田」に対する事業者らの主張の核心要素であるCCS事業も2025年
以降へと延期された。サントス社は韓国-日本の公的金融機関の支援承認が行われた時と同時期に発
行した「2022気候対応報告書(2022年3月)」において、バロッサガス田事業のCCSに対する最終投資
決定(FID)は2025年に行われる予定で、稼働は2027年から可能になるだろうという見方を示し、こ
れまで公言していた時点を延期している。20

• (専門家及び規制当局の発言) これらの動きと関連し、事業の延期を示唆する発言や意見も観察され
ている。 

° 控訴審判決が出る直前(2022年12月1日)、グローバル投資銀行のクレディ・スイス(Credit Suisse)
は、「控訴審でもサントス社が敗訴となる場合、新規の環境計画(EP)作業は5～18か月が所要され
るだろう」との見方を示した。21

° 最近行われたオーストラリア上院議会の会計監査(2023年2月16日)で、規制当局NOPSEMAの元
CEOであるStuart Smith氏は、「(協議手続きが)最低限で何日、何か月、何年かかるか分からない
が、相当な時間が必要となるだろう」と述べた。 

[図 2] バロッサガス田及びFPSO建造事業の金融構造図 

下請け契約

下部構造物
(ハルサイド)

上部構造物
(トップサイド)

FPSO船舶構造物の製造

TMS

銀行団$ $

Macquarie
(構造化銀行)

KDB
UOB

Clifford Capital
MUFG 

NATIXIS
OCBC
SMBC

ABN-AMRO
Rabobank

製造：Dyna-Mac
エンジニアリング：Toyo India

構造物の接合：Keppel O＆M

製造：サムガンM&T
(現：SKオーシャンプラント)
エンジニアリング：FG Industry

製造：NOV APL

FPSO船舶用語

上部構造(トップサイド)     試掘した原油と天然ガスを生産・処理する設備構造物

下部構造(ハルサイド)      浮上油及び原油の貯蔵機能を持つ船体

タレット係留システム(Turret Mooring System) FPSO船舶から下した係留ロープを海底面に固定させ、船舶を海上の作業位置に係留させる設備システム

Barossa FPSO Joint Venture

BW Offshore

ICMK Offshore Investment

Macqurie
(伊藤忠＋明治海運グループ)

51%

25%

24%

銀行団$ $

JBIC

KEXIM

K-SURE

商業銀行(5行)

Barossa Joint Venture

Santos

SK E&S

JERA

50%

37.5%

12.5%

金融契約未締結

金融契約締結

EPCIO 契約

11.5億米ドル

前渡金
10億米ドル

10.1億米ドル
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 • オーストラリアの連邦裁判所裁判部が明らかにした事業者らの試掘の許認可は、合計8孔について
2022年～2025年までに試掘を完了する計画であった。22すでに6か月以上事業が延期されており、再
開の目処が立たない現状では、従来の計画通りに生産を開始するのは難しいと推定される。 

2.	 エネルギー安全保障にも、気候対策にも貢献できないバロッサガス田 

• (ブルー水素の生産) バロッサガス田事業は、化石燃料中心の水素経済計画を考えている韓国で23推進
される初の大規模な「ブルー水素」生産事業である。24SK E&Sの計画によると、輸入されるLNGのほと
んどは水素生産に活用される予定で、現在エネルギー危機と関連して議論されているガスの確保と
はあまり関係がない。したがって、バロッサガス田事業を巡る懸念は、エネルギー安全保障の観点
ではなく、化石燃料基盤の水素経済の非現実性の観点から議論が進められるべきである。

  
韓国を除く主要化石燃料投資国らが公的金融の新規化石燃料事業への投資の停止を宣言し、再生可
能エネルギーへの投資を拡大している現状で、韓国の化石燃料中心の水素経済推進は今後も多くの
困難に直面することが予想される。25

• (エネルギー危機と無関係の生産時点) 仮に導入したLNGを水素生産に活用しないとしても、バロッ
サガス田事業は今のエネルギー危機に如何なる貢献もできない。開発に成功したとしても、初生産
は今から2年後の2025年から可能である上、すでに事業が相当期間遅れてしまったため、見通しが
立たない状況である。

  
国際エネルギー機関(IEA)も、新規のガス田開発はエネルギー危機の解決に役立たないと指摘してい
る。IEAは、むしろ「短期的にはガスフレアリング(flaring)や脱漏排出で無駄になるガスを確保した
り、クリーンエネルギーへの投資を拡大するなど、ガスの需要を減らす形で対応しなければならな
い」と説明している。26

• (気候危機の加速化への懸念) 一方、バロッサガス田事業の開発により、今後20年間、毎年1,350万ト
ンの温室効果ガスが追加で排出されると見込まれる。27事業主らが主張するようにCCS事業を行うと
しても、削減可能な温室効果ガスは全体排出量の16%(210万トン)程度に過ぎず、CCS稼働による追
加排出量を算定すると、低減効果は事実上ないという懸念も提起されている。上記のような事業者
側の計画が「CO2-free LNG」という名前で広報されたことでグリーンウォッシュ議論が巻き起こされ
た。 

[ボックス] バロッサガス田を巡るグリーンウォッシュ問題

SK E&Sは最終投資決定(2021年3月)以降、CCSプロジェクトを通じて「CO2-free LNG」事業を実現させる
と主張した。バロッサガス田プロジェクトは、オーストラリアで最も炭素集約的なガス田プロジェクトと
して知られており、28SK E&Sの「CO2-free LNG」広報は韓国のマスコミと気候環境団体の大きな反発に直面
した。 

チャン・ヘヨン国会議員は、金融支援機関の一つである韓国輸出入銀行から温室効果ガス排出量の推定値
データを入手し、全体排出量(Scope 3の排出量を含む1,350万トン)のうち16%(210万トン)を隔離すると
いうSK E&Sの計画を公開した。  

気候ソリューションがSK E&Sの広告を公正取引委員会に提訴した後、韓国環境部はSK E&Sに対し、「グリ
ーンウォッシュ」の恐れがあるため、「消費者に明確な証拠とともに事実根拠を提示せよ」とする行政指針を
出した。29 

その後、SK E&Sは「CO2-free LNG」という表現を「低炭素LNG」に変更した。 

[図 3] バロッサガス田事業における温室効果ガス排出の構成 

温室効果ガスの
予想発生量

温室効果ガス
処理計画

消費
再気化
輸送
液化
上流
削減目標(CCS)
大気排出

960万t-CO2-eq

150万t-CO2-eq

200万t-CO2-eq 210万t-CO2-eq

29万t-CO2-eq
11万t-CO2-eq

16%

出典：チャン・ヘヨン国会議員(韓国)の議政資料(2021)を再構成
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IV.	停止した新規のガス田、強まる金融機関の責任

• 事業が停止した現状において、引き続きバロッサガス田事業に融資を提供している、もしくは提供の
意思を示し続けている公的/民間金融機関は、その責任を負わされる可能性がある。

1.	 バロッサFPSOファイナンス、加速する金融機関の脱炭素化に伴う圧力増大

• バロッサFPSO建造のための融資は、2021年8月の契約締結以降、継続的に実行されているとみられ
る。韓国産業銀行の場合、2023年2月時点で契約金の約43％の資金(144億円[108百万米ドル])が実
行されたことが確認された。30

• しかし、バロッサFPSOの用船者(Charterer)であるサントス社などが事業の主要許認可をまだ受けて
いないため、銀行団は債務不履行を理由に融資金の返済を受け、当該契約から抜け出せるものとみ
られる。31

• これまで、金融機関の気候目標は着実に進展してきた。マッコーリーを含むバロッサFPSO建造事
業の銀行団として参加している10の金融機関のうち、Clifford Capitalを除く8機関はバロッサファ
イナンシング契約の締結前後に全てネット・ゼロ・バンキング・アライアンス(Net-Zero Banking 
Alliance)32に加盟し、ネットゼロを宣言している。UOB、Natixis、ABN Amro、Rabobankはさら
に、新規の石油・ガス田事業に対する投資制限政策まで発表した。 

• 銀行団として参加している金融機関の現在の気候目標を考慮すると、遅れている事業に対しても金融
支援の撤回を求める圧力が強まる可能性がある。  2.	 公的金融の違法海外事業の支援は、国際社会の批判を免れない 

• 事業主が先住民族との協議を軽視したことによるバロッサガス田事業の人権及び許認可リスクは昔か
ら指摘されてきた問題である。しかし、韓国と日本の公的金融機関はオーストラリアの先住民族ら
が懸念を表明したにもかかわらず金融支援の決定を強行した。 

• 結局、先住民族らの主張はオーストラリアの連邦裁判所の控訴審でも受け入れられ、バロッサガス田
事業の進行の違法性が認められたため、許認可が無効となるに至った。それでもなお、韓国貿易保
険公社と韓国輸出入銀行は承認を撤回せず、それぞれ2023年1月と2022年11月に承認期限を延長し
た。 

• オーストラリアの司法当局が既存の許認可を無効にするほど事業推進の違法性を懸念したにもかかわ
らず、公的金融機関らは現地司法当局の判断を軽視し、事業に正当性を持たせている。これは、韓
国と日本の公的金融機関が打ち出しているＥＳＧ経営の原則に合致しないだけでなく、韓国と日本
の主な協力国であるオーストラリアの司法システムを尊重しないとの外交的批判も避けられない。 

[表 2] バロッサFPSO銀行団のネット・ゼロ・バンキング・アライアンス(NZBA)加盟の有無及び石油・ガス投資
制限政策の現況 

機関名 国籍 NZBA  
加盟の有無 石油‧ガス田 投資制限の有無

Macquarie Group33 豪州 O X

韓国産業銀行 韓国 X X

三菱UFJフィナンシャルグループ34 日本 O X

三井住友銀行35 日本 O X

United Overseas Bank36 シンガポール O O

Clifford Capital シンガポール X X

Oversea-Chinese Banking 
Corporation37 シンガポール O X

Groupe BPCE(Natixis)38 フランス O
O

(非伝統的な石油ガス展と伝統的な石油ガス
展探査投資制限)

ABN Amro39 オランダ O O  
(非伝統的石油‧ガス田への投資制限)

Cooperative Rabobank40 オランダ O
O  

(FPSOを含む非伝統的な石油ガス展と石油探
査＆掘削投資の制限)
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Ⅴ.	 提言 

• 本稿は、バロッサガス田事業に参加している金融機関に対し、以下のような政策提言を行いたい。 

1.	 韓国と日本の輸出信用機関は、バロッサガス田事業への金融支援決定を撤回するべきである 

• 韓国と日本の輸出信用機関が事業への金融支援を初めて承認して以降、この1年で事業の実現性はか
なり不確かなものになっているだけでなく、銀行団が承認条件として掲げた現地の環境規制と国際
環境基準(ＩＦＣ成果標準、赤道原則)も満たしていないことが明らかになった。まだ承認のみで契約
締結には至っていない現状を踏まえると、過去の金融支援承認の件は満了されるべきである。 

2.	 バロッサFPSOに参加する金融機関は、当該融資契約から撤退するべきである 

• 事業の許認可リスクが続く限り、バロッサFPSOに融資を提供した金融機関に対する国際的な市民社
会の圧力は強まると予想される。銀行団として参加している金融機関の気候目標を考慮すると、す
でに進んでいる投資に対しても、事業が延期もしくは遅延している場合には、同じ方針を適用して
投資を撤回するべきである。 

3.	 今後新規で進められるFPSO·FLNG41事業への投融資停止方針を設定するべきである 

• 国際エネルギー機関(IEA)は、カーボンニュートラルの達成にとってこれ以上の新規石油・ガス田事
業の開発は必要ないと発表した。また、すでに世界39ヵ国の公的金融機関も、新規の化石燃料事業
に対する投融資を提供しない旨を宣言した。FPSOとFLNGは海上で行われる新規の石油・ガス田事
業に欠かせない設備であるため、大規模な資金調達が必要な点を考慮すると、新規のFPSO/FLNG設
備に対する金融機関の投融資停止方針も導入される必要がある。 
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